
民泊のために既存物件を購入
または新築物件を建築

住民票がある自宅で
民泊を行いたい

入居者募集をしている物件で
民泊を行いたい

時々使っている別荘で
民泊を行いたい

旅館業ができるか？
都市計画を確認

できる

どちらもできない

旅館業ができるか？
都市計画を確認

住宅宿泊事業

民泊検討フローチャート（住宅宿泊事業or旅館業）
※基準のすべてではないため、チャートに記載された業で許認可が下りることを保証するものではありません。

できない

できる

建物の登記上の用途は
居宅・長屋・共同住宅・寄宿舎
のどれかに当てはまる？

当てはまる

当てはまらない

住宅宿泊事業

当てはまらない

当てはまる

旅館業

旅館業

住宅宿泊事業

どちらもできない

どちらもできない
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建物の登記上の用途は
居宅・長屋・共同住宅・寄宿舎
のどれかに当てはまる？

当てはまらない

当てはまる

建物の登記上の用途は
居宅・長屋・共同住宅・寄宿舎
のどれかに当てはまる？

できない

住宅宿泊事業

旅館業

その他許可取得までに予想される費用（一部のみに当てはまるものもあります）
住宅宿泊事業：非常用照明の設置代、消防法に係る設備設置代、住宅宿泊管理業者への委託料、カメラ等ICT設備代（相互にやり取りできるもの）、内装の不燃化等
旅館業：建築基準法に係る代金（用途変更等）、消防法に係る設備設置代、カメラ等ICT設備代（相互にやり取りできるもの）、10分以内の駆け付け体制、申請料22,000円


